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知事によるオスプレイ訓練の一部受け入れ発言に抗議し、撤回を求める声明

「毎日新聞」（６月３日）によれば、日本維新の会・松井一郎幹事長（大阪府知事）は、米軍普天間基地（沖縄県宜野湾市）に配備されている垂直離着陸輸送機ＭＶ22オスプレイの訓練の一部を大阪府内で受け入れる意向を固め、八尾市の八尾空港を給油地点とすることも検討しているとのことです。６日にも菅官房長官と会談し、その意向を伝える方針とのことです。

　オスプレイは、墜落事故をくりかえす最悪の欠陥機です。ジャーナリストのマーク・トンプソン氏は、「Ｖ22オスプレイ：空飛ぶ恥」（タイムス誌）という記事の中で「Ｖ22は開発に25年かけていた。それは人類を月に立たせたアポロ計画の２倍以上の長さだ。Ｖ22の墜落事故では、30名の命を奪った。月探査計画の犠牲者のなんと10倍だ。それもすべてＶ22が戦闘に加わる以前のことである」とその危険性を指摘しています。オスプレイはまた、ヘリコプターの安全装置である「オート・ローテーション」（自動回転飛行装置）機能―エンジンが止まっても揚力によりプロペラが自動的に回転し安全に着陸できる機能―がない欠陥航空機です。日本の航空法では、第１１条でこの装置が義務づけられ、設置しないヘリは日本の空を飛ぶことができません。

沖縄県では１月28日、県はじめすべての市町村の代表が、安倍首相に対しオスプレイの配備を直ちに撤回すること、米軍普天間基地の閉鎖・撤去、県内移設断念をするように求めた建白書を提出しています。また、日本全国７ルートでのオスプレイ低空飛行訓練に対して多くの関係自治体がオスプレイの配備・訓練中止を求める意見書を採択しています（４月25日現在200）。徳島や高知県ではオスプレイ低空飛行反対の決議が過半数を超えて広がっています。

オスプレイはいま、岩国を拠点にして中四国や九州で飛行訓練をくりかえしはじめています。しかし、こうした全国での自治体・住民の反対と反発によりオスプレイ低空飛行訓練は、日米両政府のいう「本格的な」低空飛行訓練には程遠い状況が作り出されています。

今回の松井知事による「オスプレイ低空飛行訓練の一部受け入れ」発言は、オスプレイの全国展開と低空飛行訓練の「芳しくない」状況に風穴を開け、沖縄の負担軽減と称して普天間基地の名護市辺野古への移設推進のバネとする狙いをもったものです。

　他国への「侵略力」拡大を主眼に置いて配備されたオスプレイもオスプレイを駐機させる普天間基地（その代替基地の辺野古新基地）も平和憲法を持つ日本にはふさわしくないものです。

　住民のいのちとくらしを守るのが府知事の第一のしごとです。松井知事が、その職責を顧みず大阪府民を危険にさらす「オスプレイの訓練を受け入れる」と発言したことは許しがたい暴挙です。

よって松井知事が今回の発言を撤回し、謝罪することを求めます。
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